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	第１　農用地利用計画


１　土地利用区分の方向

(1) 土地利用の方向

ア　土地利用の構想

(ｱ) 地域の位置

[image: image2.emf]茅ヶ崎市（以下、「本市」と言う。）は、東京から50kmあまり西に位置し、神奈川県の中南部に位置している。本市の東部は藤沢市、西部は相模川を挟んで平塚市、北部は寒川町、南部は海に面して相模湾に接している。

本市の面積は35.76㎢であり、東西に6.94kmで南北に7.60km、周囲が30.46kmに及んでいるが、神奈川県下の19市のうち7番目に面積が小さい市域である。

本市の地形は、市北部が丘陵地を形成しているものの、南部の海岸線にかけて平地が広がっており、概ね平坦な地形特性を有している。

(ｲ) 自然条件

本市は、北部で樹林、草地、湿地、細流など多様な環境からなる谷戸が形成され、落葉広葉樹による樹林地のほか、ケヤキや竹林による屋敷林もみられる。南部は大半を市街地が占め、一部に農地や社寺林等の自然がみられ、相模川沿いや小出川の中・下流域で水田、東部の畑地は動植物の生息・生育する重要な環境である。海岸域は海岸特有の植生と多くの貴重な動植物が生息するほか、海岸線にクロマツやトラベの砂防林が植栽されている。
過去5年間の気象状況をみると、平均気温が16.4℃と温暖で月別平均気温の最低は-3.3℃、最高は35.1℃で寒暖差が大きい。同様に平成31（令和元）年では年平均16.6℃、月別平均の最低は-1.0℃、最高は33.9℃となっている。降水量は平均的で、過去5年間の平均降水量は1527.8㎜であり、平成31（令和元）年では1645.0㎜となっている。
(ｳ) 交通条件

本市の交通のうち鉄道では、市域を東西にＪＲ東日本東海道本線の茅ヶ崎駅、南北にＪＲ相模線の北茅ヶ崎駅と香川駅があり、1日平均の乗客数は3駅合計で約6万2千人（平成22年度）に上っている。

道路交通では、市域を東西に国道1号や海岸線沿いを国道134号が通っているほか、新湘南バイパスのインターチェンジが市内に3箇所（茅ヶ崎中央、茅ヶ崎西、茅ヶ崎海岸）あり、国道1号の渋滞緩和と自動車による本市の交通の利便性を高めている。

また、市内には、民間バス会社による路線バスの運行のほか、コミュニティバス「えぼし号」が4路線を運行しており、市民の足として利用されている。

(ｴ) 人口・世帯数の動向

令和元年における本市の人口は241,887人、世帯数は102,867世帯となっている。過去10年間での推移をみると、平成21年の人口が234,114人、世帯数が93,505世帯であり令和元年にかけて人口で7,773人（3.3％増加）、世帯数で9,362世帯（10.0％増加）、それぞれ増加している。また、一世帯当たりの人口をみると、平成21年は2.50人だったが令和元年は2.35人へ10年間で0.15人減少しており、市内での核家族化が進行していることが分かる。

(ｵ) 土地利用の動向

現在、本市は全域が都市計画区域に指定され、市街化区域が22.21㎢、市街化調整区域が13.55㎢となっており、市街化調整区域の芹沢、赤羽根、萩園、柳島の4地区で計1.24㎢が農業振興地域に指定されている。

今後、本市の土地利用にあたっては、まちづくりの将来像である「自然と人がふれあう心豊かな快適都市　茅ヶ崎」を実現するため、住宅地・事業地・自然地の土地利用区分のもと、快適で安全な市民生活と機能的な都市活動が可能なまちづくりを目指していく。
単位：ha、％

	区分

年次
	農用地
	農業用施設用地
	森林・原野
	住宅地
	工場用地
	その他
	計

	
	実数
	比率
	実数
	比率
	実数
	比率
	実数
	比率
	実数
	比率
	実数
	比率
	実数
	比率

	現在

(R1)
	97.0
	78.2
	3.0
	2.4
	2.0
	1.6
	-
	-
	-
	-
	22.0
	17.8
	124.0
	100.0

	目標

(R11)
	91.5
	73.8
	2.8
	2.3
	1.9
	1.5
	-
	-
	-
	-
	27.8
	22.4
	124.0
	100.0

	増減
	▼5.5
	▼4.4
	▼0.2
	▼0.1
	▼0.1
	▼0.1
	-
	-
	-
	-
	△5.8
	△4.7
	0.0
	0.0


（注）１．将来の値は推計値。H28神奈川県農業振興地域整備基本方針に記載された、平成37年における農地面積の目標値を参照に算出した。
　　　２．現在（R1）の値は、令和元年確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況調査を参照した。
イ　農用地区域の設定方針

(ｱ) 現況農用地についての農用地区域の設定方針

本地域内にある現況農用地93.0haのうち、a～dに該当する農用地で次の地域、地区および施設の整備に係る農用地以外の農用地82.7haについて農用地区域を設定する方針である。

ａ　集団的農用地
５ha以上の集団的な農用地。
ｂ　土地基盤整備事業等の対象地区
土地基盤整備事業を完了した地区内の土地、これらの事業が現に実施中であるか、または調査計画が実施されている地区内の土地。
ｃ　農業用施設用地
ａ及びｂに介在し、または隣接している農業用施設用地であって、当該土地と一体的に保全し、あるいは整備する必要がある土地。
ｄ　その他
ａ、ｂ或いはｃの土地の保全または利用上必要な施設の用に供される土地及び今後農用地として開発整備すること、農業振興地域における地域の特性に即した農業の振興を図ることが相当と認められる土地。
ただし、ｄの土地であっても、次の土地については農用地区域に含めない。
(ａ)河川法の河川区域及び同予定地等他法令による区域指定を受けているかあるいは受ける予定がある土地であって、その設定の趣旨と両立し得る農業を行い得ない土地
(ｂ)宅地化が進行し、農業振興が図れないと認められる土地。
・市街化区域編入予定の特定保留区域等
・集落区域に介在する土地

(ｃ)農用地等以外の用途に供することについて具体的な転用計画等がある土地
・公共性が特に高いと認められる事業に供される土地
・当該土地以外に代える土地がないこと等法第１３条第２項に掲げる要件を満たす施設に供される土地
(ｄ)自然的な条件等からみて、農業の近代化を図ることが相当でないと認められる農
　　地
・５ha以下の周辺農地と連担していない小規模点在農地
・耕作不適地等
 (2) 農業上の土地利用の方向

ア　農用地等利用の方針

目標年における農用地区域面積は計画道路や周辺地域の市街化の進展等がみられるものの、継続的に営農を行う農家も多いことから、大幅な減少は見られないと見込んで現状の85.7haのうち83.9haに設定した。また、高齢化が進行する農家による農作業の省力化・効率化を目的とした農業用施設の整備が急務であると想定されることから、農業用施設用地に大きな減少はみられないものと想定して現状維持とする。
	
	農地
	農業用施設用地
	計

	
	現況
	将来
	増減
	現況
	将来
	増減
	現況
	将来
	増減

	芹　沢
	37.8
	37.0
	▼0.8
	0.2
	0.2
	0.0
	37.9
	37.2
	▼0.7

	赤羽根
	16.4
	16.1
	▼0.3
	0.0
	0.0
	0.0
	16.4
	16.1
	▼0.3

	萩　園
	28.6
	27.9
	▼0.7
	2.8
	2.7
	▼0.1
	31.4
	30.6
	▼0.8

	柳　島
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0
	0.0

	計
	82.7
	81.0
	▼1.7
	3.0
	2.9
	▼0.1
	85.7
	83.9
	▼1.8


（注）１．将来の値は推計値。H28神奈川県農業振興地域整備基本方針に記載された、平成37年における農地面積の目標値を参照に算出した。

２．四捨五入のため合計値が合わない場合がある。

イ　用途区分の構想

(ｱ) 芹沢地区

本市最北部で藤沢市との境で東西に広がる本地区は、水源として一級河川小出川及び相模川左岸用水路があり、農用地区域のうち約4割を水田が占めている。今後も集団的な水田が確保される水田地帯として、水田の利用を促進する。また、本地区は営農意欲の高い耕種農家が多いことから、畑地の基盤整備を推進して農家の省力化を目指した効率的な生産活動を図る。

(ｲ) 赤羽根地区

本地区は、農地の7割以上が水田であったが、未整備で非効率な生産活動が行われていた。こうした非効率な生産体制を改善するため、農村振興総合整備統合補助事業の実施によって水田の6割以上を畑地への転換が完了し、高効率・高収入を目指した生産体制を確立する。

(ｳ) 萩園地区

本地区は、本市西部で寒川町との境に位置し、本市市街化区域と小出川に囲まれている。市街化区域に接していることから、既存住民と新規住民による混住が想定されるが、地区内の農家には後継者も多く、営農意欲の高い農家が多いことから、ほ場や農道等の基盤整備が完了した農地において露地野菜や施設園芸を中心とした、効率的かつ効果的な生産活動を推進する。

(ｴ) 柳島地区

本地区は、本市南部に位置した農業振興地域であるが、農用地区域に指定されていない。地元住民による農業を通じた新たなまちづくりに取り組んでおり、営農については現状の取り組みを維持していく。

ウ　特殊な用途区分の構想

該当なし

２　農用地利用計画

別記のとおりとする。

	第２　農業生産基盤の整備開発計画


１　農業生産基盤の整備及び開発の方向

本市の農業振興の方向は、農業振興地域の周辺で都市化が進行する中で都市型農業として認知され、都市部に隣接する立地特性を生かし、少量多品種である新鮮で安全な農産物の供給地であるとともに、生産者と消費者による直接交流の場として、また、自然的・田園的景観の残るやすらぎの場として市内の農地を保全していくものである。そのため、農業振興地域内における優良農地である農用地区域では、ほ場整備をはじめ農道や農業用用排水路の改修・維持修繕を基本とした生産基盤の整備を推進し、生産性の向上と農業経営基盤の安定化を図る。
ア　芹沢地区

[image: image3.jpg]本地区は、ほぼ全域で基盤整備が実施済みであり、東部では畑地への転換整備によって露地野菜、施設園芸、果樹等の生産が行われ、西部では水田のほ場整備によって稲作が中心に行われているほか、一部、田畑転換した農地において露地野菜の生産が行われている。しかし、基盤整備によって築造・整備された農道や水路等の農業用施設は、老朽化が目立ち、順次、改修・維持修繕を図っていく。

[image: image4.jpg]イ　赤羽根地区

本地区は、農村振興総合統合補助事業の実施によって、不規則に存在した区画を整形・拡大することで農地の集団化が実現し、農道や農業用用排水路が整備されたことで効率的な営農が行われていることから、今後も現状の優良な生産基盤を生かした営農を図っていく。

[image: image5.jpg]ウ　萩園地区

本地区は、東部及び南部で基盤整備が完了しているほか、農道や農業用用排水路の整備も進行しており、効率的な営農が行われている。しかし、地区内の西部では未整備な農地も多く残存しており、今後はこうした未整備な農地及び地区全体の営農環境の改善を図っていく。
また、地区内の東部及び南部の基盤整備が完了した農地で意欲の高い多くの生産者により、より効率的な露地野菜や施設園芸の生産を推進している。
エ　柳島地区

[image: image6.jpg]本地区は、農業振興地域であるが農用地区域が指定されておらず、地元住民による自給的農業や家庭菜園等の農業が主体となっている。また、地区内には道の駅の整備が進められており、農地の減少もみられる。そのため、基盤整備等の導入は困難であることから、今後は現状の営農環境の維持に努める。

２　農業生産基盤整備開発計画

	事業の種類
	事業の概要
	受益の範囲
	対図

番号
	備　　　考

	
	
	受益地区
	受益面積
	
	

	農業水路等長寿命化・防災減災事業
	実施設計
水門改修2門、
水位計・監視カメラ１箇
	茅ヶ崎
	５２ha
	①
	R4円蔵分水門、
R5駒寄川排水門


農業生産基盤整備開発計画図（付図２号）　別添
※受益面積は市街化区域も含む茅ヶ崎市分
　
３　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし

４　他事業との関連

本市における他事業との関連については、茅ヶ崎市総合計画との整合に努める。

	第３　農用地等の保全計画


１　農用地等の保全の方向

芹沢地区及び萩園地区の一部において、土地所有者それぞれの社会的経済的事情による耕作放棄や管理不十分による農用地等としての機能低下がみられる。このような状況は、今後も増加する傾向にあると想定され、こうした農用地等が周囲の営農環境を直接的に悪化させるほかにも、不法投棄等によって営農環境の悪化を増幅させる要因のひとつになる。

本市では、既存の集団的な優良農地を良好な状態で保全することが重要であり、土地所有者それぞれの事情に対応した農作業の受委託や共同化等での取り組みにより支援を実施していく。

２　農用地等保全整備計画
該当なし
３　農用地等の保全のための活動

耕作放棄地や管理不十分な農用地等については、個々の地権者の事情によるものであるため、耕作放棄地や管理不十分な農用地等についての調査を実施し、農用地等としての機能低下が確認できる農用地等については、地権者に対するアンケート調査等を実施して原因や土地利用の移行等を確認し、その状況に沿って関係機関と調整を図りながら、次に示した支援を実施していく。
表　市内耕作放棄地の推移
	
	H17年度
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	H24年度
	H25年度
	H27年度

	目標値(ha)
	37.0
	47.0
	－
	－
	－
	－
	50.0

	実績値(ha)
	－
	47.1
	44.7
	26.9
	28.0
	27.6
	－


資料：平成26年度　政策評価シート　「政策目標14　農地の適正で有効な利用を図る」（農業委員会事務局）
①利用権設定による意欲のある生産者へのあっせん等

地域の農地利用状況から、守るべき農地を明確化し、担い手の意向を踏まえた農地の集約化のための利用調整と、農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）に基づく利用権の再設定を推進する。また、集積・集約化が困難な小規模農地については、市農業水産課と連携して隣接農地で経営を行っている担い手などへの利用権設定を図る等、実情に応じた取り組みを推進する。
資料：農地等の利用の最適化の推進に関する指針（平成29年11月28日　茅ヶ崎市農業委員会）
②援農ボランティア制度の活用

援農ボランティア制度は、市内の農地の有効活用を図るとともに、市民の余暇の充実と農業への理解を深め、農業振興を図ることを目的としている。制度内容は、農作物の栽培技術を習得しながら健康づくりを図りたいと考えている方が、援農ボランティアとして登録し、日々の農作業及び農地管理の際に農業従事者が不足していると感じている農家と結びつけることによって、農業技術の習得及び健康増進等の余暇の充実につなげようとするものである。
援農ボランティアとして登録を希望する人やボランティアの受入を希望する農家は、登録申込書を市農業水産課に提出する。
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図　制度の仕組み
資料：茅ヶ崎市HP
[image: image7.jpg][image: image8.emf]
資料：茅ヶ崎市HP
[image: image9.emf][image: image10.emf]③体験農業・学童農園・市民農園としての活用

現在、市内には特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律に基づき、個人により開設された市民農園が52箇所設置されている。この法律の利用により、「農地法の権利移転の許可等が不要」「農地を農地として維持が可能」「将来的に自作のうちに戻すことが可能」「一定のルールに基づき貸し借りが行われるため、貸借条件が明確になる」といったメリットがある。JAさがみが中心となって運営している学童農園は、土に親しむ機会の少ない子どもたちを対象に、さつまいもの植え付けから収穫までの農作業の体験を行っている。
資料：茅ヶ崎市HP「市民農園」、第1次茅ヶ崎市食育推進計画「基本目標2　食を楽しむ生活づくり」
④環境保全型農業の実践

環境保全型農業とは「農業の持つ物質循環機能を[image: image11.jpg]生かし、生産性との調和などに留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、農薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業」である（環境保全型農業の基本的考え方より）。化学肥料や農薬の使用を減らし、作物を栽培していない期間に緑肥作物を植えるなどして、環境と調和した持続可能な農業生産を行う。 市内でも環境保全型農業に取り組む農家によって露地野菜全般を栽培されており、収穫された農産物は、「茅ヶ崎海辺の朝市」での直売のほか、宅配販売も行われている。

資料：茅ヶ崎市HP「環境保全型農業」
	環境保全型農業直接支払交付金（農林水産省）
「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づき、農業の持続的発展と農業の有する多面的機能の健全な発揮を図るために、環境保全に効果の高い営農活動に対して支援を行います。
※本事業の申請受付事務や交付金の負担を行うことが難しい市町村もあるため、農地の所在する市町村に、あらかじめ本事業の申請が可能かどうかをお尋ねください。


[image: image12.jpg][image: image13.jpg]⑤地産地消の推進

茅ヶ崎市民が”新鮮な茅ヶ崎産農産物を”、“いつでも手軽に”消費できることを目指して、現在茅ヶ崎青果商組合（八百屋さんの組合）を中心に「茅産茅消」の取組を行っている。（「茅産茅消」とは、「地産地消」（地元で採れた農産物等を地元で消費すること）の茅ヶ崎市版のことである。）
市内27店舗の青果商組合組合員の店舗が、茅産茅消応援団ののぼり旗を、市内産農産物を販売している日に店頭に掲げているほか、市で主催するまつりなど、市内産農産物を取り扱うイベントでも掲げられている。また、PRのため地産地消 茅ヶ崎やおやさんマップを配布している。

資料：茅ヶ崎市HP「茅産茅消応援団」、「茅産茅消 茅ヶ崎やおやさんマップ」
⑥人・農地プラン（地域農業マスタープラン）の策定

人・農地プランとは、農業者が話合いに基づき、地域農業における中心経営体、地域における農業の将来の在り方などを明確化し、市町村により公表するものである。
平成24年に本市を4地域に分け、「人・農地プラン」の作成を行った。プラン内では地域の中心となる経営体（担い手）の状況や農地中間管理機構の活用方針などについて整理を行っている。

資料：農林水産省HP「人・農地プランについて」
茅ヶ崎市HP「人・農地プラン（地域農業マスタープラン）」
４　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし

	第４　農業経営の規模の拡大及び農用地等の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進計画


１　農業経営の規模の拡大及び農用地等の効率的かつ総合的な利用に関する誘導方向

(1) 効率的かつ安定的な農業経営の目標

本市の農業は都市型農業の特徴を持っており、土地利用型農業による規模拡大は、土地の資産的な価値等から困難な状況にある。しかし、都市型農業として高い生産性をあげ、低コスト農業を実現し、今後も市民に新鮮で安全な野菜や畜産物などの安定供給を図ることは重要である。
主たる従事者が他産業従事者と同等の年間労働時間で地域における他産業従事者と遜色ない水準の生涯所得が得られることを目標とし、さらに認定農業者制度の理解、普及に努め、意欲ある農業者が自らの経営を計画的に改善していけるよう、関係機関及び関係団体と連携して支援を図っていく。次ページのとおり、野菜、花き、畜産等の各種経営体の１５類型ごとに目標を設定する。
現在、茅ヶ崎市では、市内の農家に対して年間農業所得を650～750万円（1個別経営体当たり）、年間総労働時間1,800～2,000時間（主たる従事者1人当たり）の目標を設定している。

	【茅ヶ崎市の目標】
年間農業所得　　650～750万円（1個別経営体当たり）
（主たる農業従事者1人当たり550万円、補助労働者1～2名を想定）

年間総労働時間　1,800～2,000時間（主たる従事者1人当たり）


野菜、花き、畜産等の各種経営体の１５類型ごとの目標
	営農
類型
	経　営　規　模
	生　産　方　式
	経営管理の
方　　　法
	農業従事の
態　様　等

	施設
野菜
＋
露地
野菜
	（作付面積等）
促成トマト       0.2ha
半促成トマト     0.1ha
施設ほうれんそう 0.6ha
  　　 計        0.9ha
露地ほうれんそう 0.4ha
こまつな         0.3ha
ばれいしょ       0.1ha
キャベツ         0.2ha
        計       1.0ha
（経営面積）
施設用地 　      0.4ha
畑               0.5ha
計        0.9ha
	（資本装備）
大型ガラス室　       2,000㎡
大型ビニールハウス　 1,000㎡
　計                 3,000㎡
自動カーテン
暖房器
トラクター２０ｐｓ　　１台
管理作業機

他
	・複式簿記記帳の実施により経営と家計の分離を図る。
・青色申告の実施
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制、休日制の導入。
・施設に係わる軽作業
について、パート雇用従事者の確保。

	施設
軟弱
野菜
	（作付面積等）
施設ほうれんそう0.45ha
施設こまつな　   0.3ha
　   計         0.75ha
露地こまつな     1.0ha
露地ほうれんそう 0.5ha
しゅんぎく       0.2ha
えだまめ         0.3ha
　　　計         2.0ha
（経営面積）
施設用地         0.2ha
  畑    　       0.8ha
　計             1.0ha
	（資本装備）
ビニールハウス
                     1,500㎡
保冷庫
かん水施設
トラクター２０ｐｓ　 　１台
他
	・複式簿記記帳によ
り経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
・一部直売。
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制、休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。

	露地
野菜
	（作付面積等）
だいこん         0.6ha
にんじん         0.3ha
かぶ             0.4ha
ねぎ             0.5ha
秋どりだいこん   0.3ha
計          2.1ha
（経営面積）
畑            1.2ha
	（資本装備）
トラクター２０ｐｓ　　 １台
管理作業機
（動力噴霧器）
（野菜洗い機）
他
	
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制、休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。


	営農
類型
	経　営　規　模
	生　産　方　式
	経営管理の
方　　　法
	農業従事の
態　様  等

	露地
軟弱
野菜
	（作付面積等）
こまつな       1.5ha
ほうれんそう   1.0haしゅんぎく     0.2ha
えだまめ       0.3ha
　  計           3.0ha
（経営面積）
　畑           1.0ha
	（資本装備）
トラクター２０ｐｓ　　　１台
管理作業機
保冷庫
他
	・複式簿記記帳によ
り経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
・一部直売。
	・家族経営協定
　の締結に基づく給料
制休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。

	野菜
直売
	 （作付面積等）
促成トマト     0.1ha
抑制きゅうり   0.1ha
計            0.2ha
トマト           0.1ha
ほうれんそう   0.3ha
こまつな        0.2ha
ねぎ 　          0.1ha
さといも         0.1ha
じゃがいも     0.05ha
だいこん         0.1ha
キャベツ         0.1ha
ブロッコリー  0.05ha
計           1.1ha
（経営面積）
施設用地       0.15ha
畑               0.5ha
計           0.65ha
	 （資本装備）
ガラス室                  1,000㎡
暖房機
保冷庫
トラクター２０ｐｓ     １台
管理作業機
加工施設                     30㎡
加工機器
作業舎兼車庫               130㎡
他
	・農協等の直売所で
販売。
・露地は多品目の周
年栽培。
・漬け物などの加工
品の販売。
・天敵やべたがけ資
材による低農薬栽培。
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制休日制の導入。

	落葉
果樹
＋
露地
野菜
	（作付面積等）
な　し           0.2ha
ぶどう           0.2ha
か　き           0.3ha
畑                0.3ha
　計              1.0ha
（経営面積）
樹園地         0.7ha
畑             0.3ha
　計             1.0ha
	（基本装備）
果樹棚      　　　         0.7ha
防鳥防虫ﾈｯﾄ　　　　      0.7ha
トレンチャー中型（1/2）
管理作業機

他
	・複式簿記記帳によ
り経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
・販売は全量直売。
	・家族経営協定に基づ
く給料制休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。

	温室
ばら
	（作付面積等）
ば　ら　　　　0.26ha
経営面積〉
施設用地       0.5ha
(水田)         0.2ha
　　計　　　　 0.7ha
	（資本装備）
ガラス室　　　　　     2,640㎡
暖房・かん水施設
保冷庫

他
	・複式簿記記帳によ
り経営と家計との分
離を図る。
・青色申告の実施。
・一部直売。
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。


	営農
類型
	経　営　規　模
	生　産　方　式
	経営管理の
方　　　法
	農業従事の
態　様　等

	温室
スイ
トピ
ー
	（作付面積等）
スイトピー     0.1ha
メロン        0.06ha
計          0.16ha
（経営面積）
施設用地       0.2ha
水田           0.3ha
畑             0.2ha
　 計          0.7ha
	（資本装備）
ガラス室　　　　　   　  990㎡
暖房・かん水施設
保冷庫

他
	・複式簿記記帳によ
る経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
・一部直売。
	・家族経営協定の締結
に基づく給料制休日制の導入。
・パートによる労働力
ピーク時の軽減。

	温室
鉢物
	（作付面積等）
鉢　物                 0.13ha
シクラメン

プリムラ他
（経営面積）
施設用地       0.3ha水田           0.2ha
　 計                  0.5ha
	（資本装備）
ガラス室　　　                                     990㎡
ビニールハウス　                             330㎡
小型ショベル
他
	・複式簿記記帳により経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。

・販売は直売主体。
	· 家族経営協定の締結に基づく給料制休日制の導入。

・パート制度の活用による労働力ピーク時の軽減。

	酪農

(土地利用型)

	（飼養頭数）

搾乳牛　　　　　36頭

育成牛　　　　　18頭

(経営面積)

飼料畑         3.0ha

用地           0.4ha

計           3.4ha
	（資本装備）

成牛舎　　　　　　　　　 396㎡
育成舎　　　　　　　    　90㎡
トラクター８０ｐｓ　                    1/5台
フォレージハーベスター          １  台
バルククーラー            １  台

パイプラインミルカー 　　　　  １  台
堆肥舎　　　　　　　　　　　　                 １棟
汚水処理施設              １基
他
	・ 複式簿記記帳によ
り経営と家計との分離を図る。
・ 青色申告の実施。
	・家族経営協定の締結
　に基づく給料制休日制の導入。
・ヘルパー制度の活用
による労働力ピーク時の軽減。

	酪農

(都市近郊型)

	（飼養頭数）
搾乳牛           36頭
育成牛 　　 　　18頭
（経営面積）
飼料畑         1.6ha用地      　　 0.4ha
計         2.0ha
	（資本装備）
成牛舎                   396㎡
育成舎                    90㎡
トラクター８０ｐｓ       1/5台
フォレージハーベスター    １台
バルククーラー　　　  　　１台
パイプラインミルカー  　　１台
堆肥舎                    １棟
汚水処理施設              １基
他
	・ 複式簿記記帳によ
り経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
	・  家族経営協定の締結
に基づく給料制休日制の導入。
・  ヘルパー制度の活用
による労働力ピーク時の軽減。


	営農
類型
	経 営 規 模
	生 産 方 式
	経営管理の
方　　　法
	農業従事の
態　様　等

	肉用
牛
（専用
種）
	（飼養頭数）
 黒毛和種      200頭
（経営面積）
 用地         0.4ha
	 （資本装備）
 牛舎                   1,960㎡
自動換気装置
農作業機械
堆肥舎 (530㎡)                    １棟
飼料攪拌機                一式
他
	 ・複式簿記記帳により経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
	 ・家族経営協定の締結に基づく給料制休日制の導入。
 ・ヘルパー制度の活用
による労働力ピーク時の軽減。

	肉用
牛
（交雑
種）
	（飼養頭数）
 交雑種       200頭
（経営面積）
用地          0.4ha
	 （資本装備）
 牛舎                   1,960㎡
自動換気装置
農作業機械
堆肥舎 (530㎡)            １棟
 飼料攪拌機               一式
他
	・複式簿記記帳により経営と家計との分離を図る。
 ・青色申告の実施。
	 ・家族経営協定の締結
に基づく給料制休日制の導入。
 ・ヘルパー制度の活用
による労働力ピーク時の軽減

	養豚
	 （飼養頭数）
 繁殖雌豚      90頭
 種雄豚         9頭
 （経営面積）
 用地         0.4ha
	 （資本装備）
 分娩舎                   220㎡

 肥育舎                   825㎡
休息舎餌機               190㎡

蜜閉型堆肥化装置
飼料タンク3t               1棟
汚水処理施設               3基
農作業機械                 1基
他
	 ・複式簿記記帳により
経営と家計との分離を図る。
 ・青色申告の実施。
	 ・家族経営協定の締結に基づく給料制休日制の導入。
 ・ヘルパー制度の活用による労働力ピーク時の軽減。

	養鶏
（直売
型）
	 （飼養羽数）
 成鶏       5,000羽
 （経営面積）
 用地         0.2ha
	 （資本装備）
 成鶏舎                   660㎡
 鶏卵処理室                50㎡
密閉型堆肥化装置
鶏卵販売施設
農作業機械
他
	 ・複式簿記記帳により経営と家計との分離を図る。
・青色申告の実施。
	 ・家族経営協定の締結に基づく給料制休日制の導入。
 ・ヘルパー制度の活用による労働力ピーク時の軽減。


(2) 農用地等の農業上の効率的かつ総合的な利用に関する誘導方向

ア　地域（集落）における話し合いを基本に、農業経営基盤強化促進事業及び農地中間管理事業の積極的な活用を図り、遊休農地の利用促進を含めた、利用権の設定や農作業受委託等による経営規模拡大を推進する。
イ　優良農地の維持・保全と生産性向上のため、地域農業の特性に即した生産基盤の整備を促進するとともに農地の利用率の向上を図る。

ウ　省力化・低コスト化を目指して、農作業の分業化・協業化の促進及び生産から販売までの共同利用機械・施設の整備を推進するとともに、先進技術・施設の導入等による栽培管理技術の高度化を推進する。また、ＧＡＰ（農業生産工程管理手法）の導入を促進する。
エ　都市の中の農業という利点を活かし、交流型農業や多様な消費者ニーズに即応する生産・流通販売体制の強化を図るために、直売や宅配など多様な流通システムづくりを推進するとともに、経営管理、技術等に関する農業情報システムを整備する。
オ　資金調達力や取引信用力の向上、雇用労働力の円滑な確保を図るため、必要に応じて個別経営体から法人経営体への移行を誘導する。
カ　新規に就農を希望し、その者の意欲と能力などから見て、将来とも効率的かつ安定的な農業経営への発展が見込まれる認定就農者等にあっては、農用地のあっせん等に努め、効率的かつ安定的な経営体への誘導を図る。

キ　農業経営基盤強化促進法第 12 条第１項の認定を受けた者（以下「認定農業者」という。）のうち、農業経営改善計画の期間を満了する者については、今後とも効率的かつ安定的な農業経営を目指す者と考え、当該計画の実践結果の点検と新たな計画作成の支援等を重点的に行う。
ク　農業生産における女性の役割が大きいことから、家族経営協定の締結や農業経営改善計画の共同申請を推進し、女性の農業経営へのより一層の参画を図る。 

資料：農業経営基盤の強化の促進に関する基本方針（平成26年6月　神奈川県環境農政局農政部）
２　農業経営の規模の拡大及び農用地等の効率的かつ総合的な利用の促進を図るための方策

ア　農業経営基盤強化促進法（昭和55 年法律第65 号）に基づく、各種農地流動化施策を積極的に推進する。
イ　農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25 年法律第101 号）に基づく、農地中間管理事業を積極的に推進する。
ウ　農用地の有効利用及び農業経営の安定を図るため、認定農業者等の意欲ある多様な担い手を育成し、その活動の定着を図るとともに、効率的かつ安定的な農業経営に向けて、農業経営の法人化を積極的に推進する。また、新たに就農を希望する都市住民等や企業（ＮＰＯ法人も含む）等の農業参入を支援する。
エ　水田については、農業機械、農業用施設の共同利用による農作業受委託等を推進し、低コスト化の実現を図り、畑・樹園地については、収益性の高い作物への転換を図り、それぞれ経営の安定を目指す。
オ　高い生産性をあげるために不可欠である地力対策については、耕種農家と畜産農家の連携により対応する。
カ　野菜、花き、畜産等においては、ＩＣＴを活用したスマート農業技術などの先端技術の導入による規模拡大や労働力節減による生産コストの低減、高品質化等により高生産性農業を展開する。
３　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし

	第５　農業近代化施設の整備計画


１　農業近代化施設の整備の方向

本市の農業は、周辺地区の市街化の進展と共存する都市型農業が確立されていく中にあって、農業者の高い技術力と創意工夫により、高品質・多品目な農畜産物の生産を目指す。また、都市と共存しつつ、安定した生鮮食料供給基地としての都市農業の振興を図るため、農用地の効率的利用を推進する近代化施設の整備を進める。あわせて、マーケット・インの発想を活かした取組みや、6次産業化の推進、農産物のブランド化、単収増による量産化、市場等への安定的供給、市農畜産物の市民へのＰＲ（地産地消の推進）など、流通体制の確立や、販売経路拡大による知名度向上の取組、また、道の駅を中心とした加工販売施設の計画的な配置・整備を推進する。
(1) 芹沢地区

本地区は、畑作農家、稲作農家、畜産農家、果樹農家と多様な農業形態を有している。また、本地区は県立茅ヶ崎里山公園が整理されているほか、周辺道路の整備も進められており、都市住民との交流の場や観光農園としての活用が期待できる地区である。
(2) 赤羽根地区

本地区は、農村振興総合統合補助事業による基盤整備が実施済みであるが、本事業の区域内には市民農園が整備されており、隣接する市街化区域をはじめ他地区の都市住民との交流の場として活用を図っていく。
(3) 萩園地区

本地区は、東部及び南部の農地で基盤整備が実施済みであり、良好な営農環境が維持され、営農意欲の高い農家も多く、農業の生産体制は充実しつつある。
(4) 柳島地区

本地区は、道の駅が整備中であり、完成することで農産物の直売や加工販売等、農産物の出荷先のひとつとして位置づけることができる。こうした農業振興における効果を市内全域に拡大するため、道の駅や市内直売所を核としつつ各地区への農産物加工販売等の施設の整備が望まれる。
２　農業近代化施設整備計画

該当なし

[image: image14.jpg]３　森林の整備その他林業の振興との関連

	第６　農業を担うべき者の育成・確保施設の整備計画


１　農業を担うべき者の育成・確保施設の整備の方向

本市では、農業従事者の絶対数が少ないうえ、新規就農者は若干名であるばかりか、それを上回る数の離農者がおり、年々農家戸数及び農業従事者が減少し続けている。このような状況にあって、市単独で新規就農者を確保するための取り組みや、新規就農者を確保するための農作業体験施設や就農支援施設を持つことは、現状の新規就農希望者数と比べても対策の効率が上がらないことが想定される。そのため、これらの施設の整備は計画に定めず、県の機関及び施設等を活用して取り組んでいく。
２　農業就業者育成・確保施設整備計画

該当なし

３　農業を担うべき者のための支援の活動

農業の担い手としての後継者の確保や育成を強化し、都市農業の振興による豊かな地域社会の形成を目指すことを目的に、活動の主体となるＪＡさがみ青壮年部（以下「ＪＡ」）への支援を行う。本団体の具体的な活動は次のとおりである。

(1) 農政活動

都市型農業のＰＲ活動を積極的に展開するとともに、関係機関の協力を得て農業を取りまく諸問題の解決に努める。

(2) 農政運動活動

農家や市民に対し、農業経営、農業組織としてのＪＡを理解してもらうため、役職員の交流のほか、ＪＡが開催する各種イベント・活動等への参加を促進する。

(3) 組織強化活動

レクリエーション等を通じて、ＪＡの内部における結束の強化を図るとともに、ＪＡの活性化を促進する。

(4) 学習・研修活動

ＪＡは、農業の担い手に対し、農家の協力を得て、近代的な農業のあり方に関する視野を広げてもらうため、視察・見学等を実施する。

(5) 学童農園

将来の我が国を背負って立つ子どもに対し、農業のすばらしさ、産業としての意義・あり方を理解してもらうため、土に触れられる機会となる学童農園を実施・指導する。

	藤沢市、茅ヶ崎市及び寒川町広域連携による新規就農者受け入れ支援
農業の新たな担い手の確保、耕作放棄地の発生防止、農業振興、農地保全を目的として、新規就農者受け入れ支援体制の統一化と農地情報の共有化について、藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町の2市1町間で協定を締結しました。
【新規就農の要件】
新規就農（非農家出身の方が自ら農地を借り受けて農業経営を開始すること。）をすることができる方は、次のいずれかを満たすことが条件となる。
①かながわ農業アカデミー等の農業大学校を卒業した方
②神奈川県内の農業者から1年以上かつ年間150日以上（45歳以上の方については、半年以上かつ半年間のうち75日以上）の農業研修を受けた方
③神奈川県内の農業法人で3年以上正社員として雇用されていた方


資料：茅ヶ崎市HP（藤沢市、茅ヶ崎市及び寒川町広域連携による新規就農者受入支援について）
４　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし
	第７　農業従事者の安定的な就業の促進計画


１　農業従事者の安定的な就業の促進の目標

本市の農業従事者の就業状況は、周辺地域の都市化の進展により比較的雇用機会が多いため、出稼ぎや日雇い等の兼業農は考えられず、また、左記理由による農業労働力の喪失による農業用水や通路等の維持管理など、集落機能の低下を引き起こすような事態にも至っていない。そのため、本市では就業の場を確保するための施策を講じる必要は無いものと想定されることから、特に目標の設定は行わない。

２　農業従事者の安定的な就業の促進を図るための方策

本市では、出稼ぎ等の農業従事者の不安定な兼業による集落機能の低下を引き起こすような事態には至っていない。そのため、本市では就業の場を確保するなどの施策を講じる必要は無いものと想定されることから、具体的な方策は設定しない。
３　農業従事者就業促進施設

該当なし

４　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし

	第８　生活環境施設の整備計画


１　生活環境施設の整備の目標

本市の農業振興地域は、芹沢、赤羽根、萩園、柳島の4地区に点在している。農家の生活基盤においても4地区内を中心に形成されているが、農業振興地域に隣接する市街化区域内にも多くの生活基盤が形成されている。

そのため、本市では農家を中心とした農村地域や農村社会が形成されるのではなく、農家と都市住民が共存した中での地域社会の形成が求められている。そこには、農業への理解と協力を踏まえた農家と都市住民によるコミュニティ形成の場、農業や農業環境にふれあえる場など、都市農業の魅力のひとつである“交流の拠点づくり”が生活環境の整備に向けた方針に成り得ることが期待できる。

２　生活環境施設整備計画

該当なし

３　森林の整備その他林業の振興との関連

該当なし

４　その他の施設の整備に係る事業との関連

該当なし

	第９　付図


別添

１　土地利用計画図（付図１号）
２　農業生産基盤整備開発計画図（付図２号）

図　茅ヶ崎市の位置と土地利用


(平成17(2005)年)


資料：茅ヶ崎市総合計画基本構想
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環境保全型農業





環境保全型農業





該当なし









